
平成２５年度　政府予算案（大阪府福祉部関係）の決定内容
平成25年2月21日
大阪府
※ ２月１日現在で国の各省庁からの情報により作成したものです。

	要望・提案事項
	概算要求状況
	予算内容等
	備　考

	主要編

１．持続可能な社会保障制度の構築
　・新たな子育て支援制度

	◆予算項目以外の状況
○新たな子育て支援制度の構築

　・H24.8 子ども・子育て関連３法公布

　・H25～ 子ども・子育て会議の設置や基本方針の策定等
　・H27.4 本格施行（予定）

	

	　・障がい者支援制度

	◆予算項目以外の状況
　・H24.6.27 障害者総合支援法公布


	

	　・介護保険制度

	◆概算要求の状況　厚生労働省
○持続可能な介護保険制度の運営　　　　　 〔全〕2兆5,463億円

　　　　　　　　　　　　　　　　 （H24：〔全〕2兆4,033億円）


	　　　〔全〕２兆5,540億円

	

	
	◆予算項目以外の状況

　・現在、介護保険制度の持続可能性の確保について、「社会保障制度改革国民会議」及び「社会保障審議会介護保険部会」において検討

	

	　・後期高齢者医療制度及び
国民健康保険制度
	◆予算項目以外の状況
　・現在、高齢者医療制度及び医療保険制度全体の見直しについて、「社会保障制度改革国民会議」において検討。H25年夏を目途に方向性を出す予定

	

	　・生活保護制度

	◆予算項目以外の状況
　・H25.1.18 「社会保障審議会生活保護基準部会」において検証結果（報告書）取りまとめ

　・H25.1.25 「社会保障審議会生活困窮者の生活支援の在り方に関する特別部会」において生活
困窮者対策及び生活保護制度の見直しについて、議論結果（報告書）取りまとめ

　・今後、上記報告書を踏まえ、必要な法整備及び具体的な制度設計を検討

	

	２．地方単独事業の国における
制度化
　・福祉医療費助成事業の制度化及び国民健康保険の国庫負担金減額措置の廃止

	◆予算項目以外の状況
　・制度化、減額措置廃止ともに対応されていない

	

	３．児童虐待対策の強化
　・地域の実情の応じた職員配置基準の見直し


	◆概算要求の状況　厚生労働省
○虐待を受けた子ども等への支援　　　　　　　　　〔全〕932億円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（H24：〔全〕915億円）

○児童相談所における体制の強化　　　　　※〔全〕21.7億円の内数

　　　　　　　　　　　　　　　 （H24：※〔全〕21.7億円の内数）
　　　　　　　　　　　　　　　※児童虐待・DV対策等総合支援事業


	　　　　　　〔全〕968億円

　 ※〔全〕36.5億円の内数

※児童虐待・DV対策等総合支援事業（従来安心こども基金において行ってきた「児童の安心確認等のための体制強化事業」など３事業が移行）

	

	　・児童養護施設及び障がい児施設等の職員配置・設置基準の見直し

	◆概算要求の状況　厚生労働省
○社会的養護の充実　　　　　　　　　　　※〔全〕932億円の内数

　　　　　　　　　　　　　　　 （H24：※〔全〕915億円の内数）
　　　　　　　　　　　　　※上記「虐待を受けた子ども等への支援」


	　　※〔全〕968億円の内数

※上記「虐待を受けた子ども等への支援」≪一部重複≫

	


注） 〔全〕：全国枠予算、〔国〕：国費ベース、〔事〕：事業費ベース
	要望・提案事項
	概算要求状況
	予算内容
	備　考

	詳細編
Ⅰ　次世代育成に関する要望
１．子育て支援施策の充実

（１）安心こども基金について

　①保育所整備補助の充実

　②ひとり親家庭への支援の拡充

	◆概算要求の状況　厚生労働省


	
	

	（２）制度改革及び規制緩和について

　①新たな子育て支援制度について

　②保育分野における義務付け・枠付けの改善

	◆予算項目以外の状況

○新たな子育て支援制度の構築【再掲】
　・H24.8 子ども・子育て関連３法公布

　・H25～ 子ども・子育て会議の設置や基本方針の策定等

　・H27.4 本格施行（予定）

	

	　③放課後子どもプランの充実


	◆概算要求の状況　厚生労働省
○放課後児童対策の充実　　　　　　　　　　　　〔全〕317億円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（Ｈ24：〔全〕308億円）


	　　　　　　〔全〕316億円
	

	２．児童家庭福祉施策の充実

（１）児童虐待対策の充実について

　①児童相談所における人員体制の強化等

　②市町村における相談体制の充実


	◆概算要求の状況　厚生労働省【再掲】
○虐待を受けた子ども等への支援　　　　　　　　〔全〕932億円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（H24：〔全〕915億円）

○児童相談所における体制の強化　　　　※〔全〕21.7億円の内数

　　　　　　　　　　　　　　 （H24：※〔全〕21.7億円の内数）
　　　　　　　　　　　　　　※児童虐待・DV対策等総合支援事業


	　　　　　　〔全〕968億円

　 ※〔全〕36.5億円の内数

※児童虐待・DV対策等総合支援事業（従来安心こども基金において行ってきた「児童の安心確認等のための体制強化事業」など３事業が移行）

	

	（２）児童福祉施設の運営体制・機能
の強化について


	◆概算要求の状況　厚生労働省【再掲】
○社会的養護の充実　　　　　　　　　　※〔全〕932億円の内数

　　　　　　　　　　　　　　 （H24：※〔全〕915億円の内数）

　　　　　　　　　　　　※上記「虐待を受けた子ども等への支援」


	　　※〔全〕968億円の内数

※上記「虐待を受けた子ども等への支援」≪一部重複≫

	

	（３）措置に基づく都道府県と民間
施設の関係等について
	◆予算項目以外の状況
　・現時点において、国からは今後の対応方針・対策について示されていない

	

	（４）母子家庭等自立支援対策の
推進について

　①児童扶養手当制度の運用

　②母子家庭等就業支援施策の
さらなる推進

	◆概算要求の状況　厚生労働省
○児童扶養手当  　　　　　　　　　　　　　　〔全〕1,803億円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（Ｈ24：〔全〕1,769億円）

○ひとり親家庭の就業・生活支援などの推進　　 〔全〕39.1億円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （Ｈ24：〔全〕37.3億円）


	　　　　　〔全〕1,772億円

　　　　　 〔全〕98.1億円

※子育て支援交付金において行ってきた「家庭支援推進保育事業」が移行


	

	
	◆予算項目以外の状況

　・就業支援施策（就業・自立センター事業、自立支援給付金事業）について、父子家庭へ対象を
拡大


	


注） 〔全〕：全国枠予算、〔国〕：国費ベース、〔事〕：事業費ベース
	要望・提案事項
	概算要求状況
	予算内容等
	備　考

	Ⅱ　障がい者福祉に関する要望
１．障がい者施策の円滑な推進

（１）障がい者福祉制度の充実に
ついて
　①新たな障がい者福祉制度の創設

　②障がい者自立支援対策臨時特例基金事業の制度化


	◆予算項目以外の状況
　・H24.6.27　障害者総合支援法公布

　　※常時介護を要する者に対する支援、移動の支援、就労の支援その他の障害福祉サービスの在り方等について、法の施行後3年を目途に検討

　・障害者自立支援対策臨時特例基金についてはH24年度末で終了


	

	（２）支給決定手続きや基準の
透明化、明確化について
	◆概算要求の状況　厚生労働省
○障がい支援区分の施行に向けた所要の準備　　　　 〔全〕3.1億円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （H24：〔全〕1.0億円）


	　　　　　　　 〔全〕3億円
	

	（３）地域生活支援事業について
	◆概算要求の状況　厚生労働省
○地域生活支援事業の着実な実施【一部新規】　　　〔全〕480億円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（H24：〔全〕450億円）


	　　　　　　〔全〕460億円
	

	（４）地域移行・地域生活の
さらなる推進について


	◆概算要求の状況　厚生労働省
○良質な障がい福祉サービスの確保　　　　　　　〔全〕8,207億円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（H24：〔全〕7,434億円）

○地域生活支援事業の着実な実施【一部新規】　　　〔全〕480億円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（H24：〔全〕450億円）

○高齢・長期入院の精神障がい者の地域移行・地域定着支援の推進
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 〔全〕2.1億円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （H24：〔全〕3.3億円）

○障がい児・者への福祉サービス提供体制の基盤整備【一部新規】
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〔全〕153億円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（H24：〔全〕117億円）


	　　　　　〔全〕8,229億円

　　　　　　〔全〕460億円

　　　　　　 〔全〕1.3億円

　　　　　　 〔全〕52億円


	

	（５）障がい児支援施策について
	◆概算要求の状況　厚生労働省
○障がい児の発達を支援するための療育等の確保　　〔全〕638億円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（H24：〔全〕566億円）

	　　　　　　〔全〕671億円


	

	（６）発達障がい児者支援策の
充実について


	◆概算要求の状況　厚生労働省
○発達障がい者の支援手法の開発や支援に携わる人材の育成など
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 〔全〕2.8億円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （H24：〔全〕3.5億円）

○発達障がい児・発達障がい者の地域支援体制の確立 〔全〕1.9億円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （H24：〔全〕2億円）

○発達障がいの早期支援 　　　　　　　　　　　　　〔全〕3.8億円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （H24：〔全〕2.7億円）


	　　　　　　 〔全〕2.1億円

　　※〔全〕460億円の内数
　　※〔全〕460億円の内数
　　※地域生活支援事業

	

	（７）障がい者差別の解消に向けた
法整備や虐待防止対策支援に
ついて 


	◆概算要求の状況　厚生労働省
○障がい者虐待防止などに関する総合的な施策の推進 〔全〕4.1億円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （H24：〔全〕4.2億円）
	　　　　　　 〔全〕4.1億円
	

	
	◆予算項目以外の状況
　・H24.9.14「障害を理由とする差別の禁止に関する法制」に関する差別禁止部会の意見（障害者政策委員会 差別禁止部会）公表

	


注） 〔全〕：全国枠予算、〔国〕：国費ベース、〔事〕：事業費ベース
	要望・提案事項
	概算要求状況
	予算内容等
	備　考

	２．障がい者の就労支援の強化

（１）障がい福祉計画の目標達成に
向けた就労支援の抜本的強化に
ついて

　①就労移行支援事業の抜本的強化

　②就労支援事業の仕組みの改善

　③障害者就業・生活支援センターの体制の充実等

　④就労継続支援A型の強化等


	◆概算要求の状況　厚生労働省
○障害者就業・生活支援センター事業の推進　　　　 〔全〕11億円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （H24：〔全〕11億円）

	　　　　　　 〔全〕8.1億円

	

	（２）福祉的就労の充実・強化に
ついて


	◆概算要求の状況　厚生労働省
○工賃向上のための取り組みの推進（一部新規）　　〔全〕5.１億円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（H2４：〔全〕4.0億円）

	　　　　　　 〔全〕4.３億円
	

	（３）在宅就労に対するさらなる
支援について
	◆予算項目以外の状況【再掲】
　・H24.6.27　障害者総合支援法公布
　　※常時介護を要する者に対する支援、移動の支援、就労の支援その他の障害福祉サービスの在り方等について、法の施行後3年を目途に検討


	

	Ⅲ　介護保険制度、高齢者福祉に
関する要望

１．介護保険制度の見直し

　①持続可能な介護保険制度の確立

　②保険料の抑制について

　③介護保険制度における低所得者対策の充実

　④財政調整制度の改善

　⑤要介護認定の事務のあり方

　⑥サービス付き高齢者向け住宅における住所地特例について


	◆概算要求の状況　厚生労働省
○持続可能な介護保険制度の運営【再掲】　　〔全〕2兆5,463億円
　　　　　　　　　　　　　　　　　（H24：〔全〕2兆4,033億円）

○適切なサービス提供に向けた取り組みの支援　　　〔全〕125億円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（H24：〔全〕153億円）

　※社会福祉法人による低所得者への利用者負担軽減措置等の取組を支援。認定調査員等研修事業については、介護認定審査会委員研修に重点化等


	　　　〔全〕2兆5,540億円
　　　　　　　〔全〕85億円


	

	
	◆予算項目以外の状況

　・今後、社会保障・税一体改革に基づき、１号保険料の低所得者保険料軽減強化について検討（予定）

	

	２．高齢者保健福祉施策の充実

（１）認知症高齢者施策の充実に
ついて

　①医療との連携体制の構築

　②認知症ケア人材の充実

　③地域密着型サービスの普及


	◆概算要求の状況　厚生労働省
○認知症施策の推進　　　　　　　　　　　　　　　　〔全〕63億円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（H24：〔全〕26億円）

　・認知症施策推進５か年計画の着実な実施（特別重点）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〔全〕37億円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（新規）

　　※認知症の早期診断・早期対応の体制整備や地域ケア会議の活用
推進等

　・認知症施策の総合的な取組　　　　　　　　　　　〔全〕26億円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（H24：〔全〕26億円）

○高齢者地域福祉推進事業　　　　　　　　　　　　　〔全〕27億円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（H24：〔全〕27億円）


	　　　　　　 〔全〕34億円
　　　　　　 〔全〕27億円


	

	（２）在宅高齢者福祉の推進に
ついて

　①地域包括支援センターの充実

　②老人クラブ活動助成について


	
	
	

	
	◆予算項目以外の状況

　・認知症施策検討プロジェクトチームによる「今後の認知症施策の方向性について」（H24.6.18）
及び「認知症高齢者数の将来推計」(H24.8.24)などに基づき、H24.9.5に厚労省が「認知症施策推進５カ年計画（オレンジプラン）（H25からH29）を策定

	


注） 〔全〕：全国枠予算、〔国〕：国費ベース、〔事〕：事業費ベース
	要望・提案事項
	概算要求状況
	予算内容等
	備　考

	３．介護・福祉施設の整備推進に
ついて

　①地域密着型サービス拠点の整備

　②療養病床の再編成

　③指定通所介護事業所等において実施されている宿泊サービスへの対応


	◆概算要求の状況　厚生労働省
○地域での介護基盤の整備　　　　　　　　　　　　 〔全〕60億円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （H24：〔全〕57億円）

　・地域介護・福祉空間整備等施設整備交付金（一部新規）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 〔全〕44億円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （H24：〔全〕44億円）

　　※既存事業に加え「地域支え合いセンター整備事業」を追加


	　　　　　　　〔全〕51億円
　　　　　　　〔全〕40億円


	

	Ⅳ　医療保険制度に関する要望
１．医療保険制度の抜本的改革と
持続的かつ安定的な運営確保

（１）国民健康保険制度について
	◆概算要求の状況　厚生労働省
○市町村の国民健康保険助成に必要な経費　 〔全〕3兆3,923億円
　　　　　　　　　　　　　　　　 （H24：〔全〕3兆2,804億円）

○国保組合の国民健康保険助成に必要な経費　　　〔全〕3,260億円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（H24：〔全〕3,222億円）


	　　　〔全〕3兆2,932億円

　　　　　〔全〕3,135億円

	

	（２）後期高齢者医療制度について
	◆概算要求の状況　厚生労働省
○後期高齢者医療制度関係経費　　　　　　 〔全〕4兆4,842億円

　　　　　　　　　　　　　　　　 （H24：〔全〕4兆2,307億円）

≪参考≫
　現行高齢者医療制度の負担軽減措置について、H25年度も継続実施
　・被用者保険の被扶養者であった方の保険料軽減の継続
（均等割９割軽減）　　　　　　　（H24補正〔全〕222億円）

　・所得の低い方の保険料軽減の継続　（H24補正〔全〕554億円）
　　（均等割9割､8.5割､所得割5割軽減）

	　　 〔全〕4兆4,717億円

	

	
	◆予算項目以外の状況【再掲】
　・現在、高齢者医療制度及び医療保険制度全体の見直しについて、「社会保障制度改革国民会議」において検討。H25年夏を目途に方向性を出す予定


	

	２．福祉医療費助成事業の制度化等

	◆概算要求の状況　厚生労働省【再掲】
○市町村の国民健康保険助成に必要な経費　 〔全〕3兆3,923億円
　　　　　　　　　　　　　　　　 （H24：〔全〕3兆2,804億円）

○国保組合の国民健康保険助成に必要な経費　　　〔全〕3,260億円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（H24：〔全〕3,222億円）

　※上記金額に要望に係る予算は含まれていない

	　　 〔全〕3兆2,932億円

　　　　　〔全〕3,135億円
※上記金額に要望に係る予算は含まれていない
	

	
	◆予算項目以外の状況

○福祉医療費助成制度の国制度化
　・現時点において、国からは今後の対応方針・対策について示されていない
○国民健康保険国庫負担金減額措置の廃止

　・現時点において、国からは今後の対応方針・対策について示されていない

	


注） 〔全〕：全国枠予算、〔国〕：国費ベース、〔事〕：事業費ベース
	要望・提案事項
	概算要求状況
	予算内容等
	備　考

	Ⅴ　その他福祉施策に関する要望

１．福祉・介護人材の確保、定着
方策の抜本的強化

　①福祉・介護職員の処遇改善

　②福祉・介護の人材確保


	◆概算要求の状況　厚生労働省
○福祉人材確保推進事業　　　　　　　　　※〔全〕256億円の内数

　　　　　　　　　　　　　　　　（H24：※〔全〕237億円の内数）

　　　　　　　　　　　 ※セーフティネット支援対策等事業費補助金



	　　※〔全〕250億円の内数

※セーフティネット支援対策事業費補助金


	

	２．福祉サービスに係る地域区分の
見直し


	◆予算項目以外の状況
＜介護保険分野＞

　・H24.４月、国家公務員の地域手当に準じ、地域割りの区分が現在の５区分から７区分へ見直し

　　（H24年度から26年度までは、府内市町村の意見を反映した激変緩和の経過措置を適用）

＜障がい福祉分野＞

　・H24年度から３年間かけて、国家公務員の地域手当に準じ、地域割りの区分が現在の５区分から
７区分に見直され、最終的に介護保険分野と同一となる予定
＜児童養護等措置分野＞

　・現時点において、国からは今後の対応方針・対策について示されていない

	

	３．生活保護制度をはじめとする
セーフティネットの再構築

　①生活保護制度の全額国庫負担

　②生活保護制度の見直し

　③「第2のセーフティネット」の構築

　④医療扶助の見直し


	◆概算要求の状況　厚生労働省
○生活保護の適正化及び生活困窮者の自立・就労支援等の推進

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※〔全〕256億円の内数

　　　　　　　　　　　　　　　 （H24：※〔全〕237億円の内数）

　　　　　　　　　　　 ※セーフティネット支援対策等事業費補助金

	　　※〔全〕250億円の内数

※セーフティネット支援対策事業費補助金


	

	
	◆予算項目以外の状況

　・①については、国において引き続き検討
　・②から④については、今後、法案提出に向けて検討
　　※不正・不適正受給対策の強化、保護基準の見直し（②関係）

　　※就労支援策の創設等を主な内容とする生活困窮者対策の実施（③関係）

　　※後発医薬品の使用促進を含めた医療扶助の適正化（④関係）

	

	４．ホームレスの自立支援


	◆概算要求の状況　厚生労働省


	
	

	５．在日外国人無年金者の救済


	◆予算項目以外の状況

　・現時点において、国からは今後の対応方針・対策について示されていない

	


注） 〔全〕：全国枠予算、〔国〕：国費ベース、〔事〕：事業費ベース
安心こども基金の積み増し・延長（厚生労働省分）


　・H24 経済危機対応・地域活性化予備費　〔全〕1,118億円


　・H24 補正予算　　　　　　　　　　　　〔全〕　557億円


　・事業実施期限の平成25年度末までの延長等





○介護基盤緊急整備等臨時特例基金（小規模特養等の基盤整備等に対する支援）の事業実施期限をH25年度末まで１年延長





○介護基盤緊急整備等臨時特例基金（小規模特養等の基盤整備等に対する支援）の事業実施期限をH25年度末まで１年延長【再掲】


○介護職員処遇改善等臨時特例基金（特養等の開設準備経費や定期借地権の一時金助成に対する支援）の事業実施期限をH25年度末まで１年延長





緊急雇用創出事業臨時特例基金（住まい対策拡充等支援事業分の積み増し）→福祉・介護人材確保緊急支援事業の創設


　　　（Ｈ24経済危機対応・地域活性化予備費：〔全〕20億円）


事業実施期限を平成25年度末まで延長








○地域社会におけるセーフティネット機能の強化


　　　　　　　　　　　　　　 （Ｈ24予備費：〔全〕300億円）


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （大阪府14.6億円）


　　　　　　　　　　　　　　　　　　※既交付分5.8億円を含む


　・「緊急雇用創出事業臨時特例基金（住まい対策拡充等支援事業分）」の積み増し


　　→貧困・困窮者のための「社会的包摂・「絆」再生事業」の事業実施期限をH25年度末まで延長


※既交付分８．８億円を含む
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